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 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行できると国立研究開発法人水産研
究・教育機構総務部長が判断した入札者で
あって、予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すこととな
るおそれがあると認められる場合は、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 競争参加者は、入札の際に国立研究開発法
人水産研究・教育機構の資格審査結果通知書
写し又は全省庁統一資格の資格審査結果通知
書写しを提出すること。
 詳細は入札説明書による。
５ 契約に係る情報の公表 「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７
日閣議決定）に基づき実施する。詳細は入札説
明書による。
６ 公的研究費の不正防止にかかる「誓約書」の
提出について 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiromasa Takahashi, Di‑

rector, General Administration Departm‑

ent, Headquarters, Japan Fisheries Re‑

search and Education Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

required : Ship (TAKA‑MARU) Repair ser‑

vices 1 Set

 Fulfillment period : Within 17 days from

15 January 2020 to 19 February 2020

 Fulfillment place : Dockyard near (96MI.)

the Mother Port of TAKA‑MARU (Ta‑

teyama port)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 121 and 13 of
the regulation concerning the contract

for Japan Fisheries Research and Educa‑

tion Agency.

 have Grade A, B, C or D Service in

terms of the Vessel Maintenance section

of Industrial classification in the qualifi‑

cation for participating in tenders by Ja‑

pan Fisheries Research and Education

Agency or Single qualification for every

ministry and agency in the fiscal years

2019, 2020 and 2021.

 Time limit for tender : 14 : 00, 15 Novem‑

ber 2019

 Contact point for the notice : Keisuke Ya‑

maki, Research Vessels Subsection, Gener‑

al Administration Department, Head‑

quarters, Japan Fisheries Research and

Education Agency, Queens Tower B 15F

233, Minatomirai, Nishi‑ku, Yokohama
city, Kanagawa, 2206115 Japan. TEL
0452272665

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年９月 25 日
国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構

総務部長 宮本 宏
◎調達機関番号 818 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入件名及び数量 液体クロマトグラフ質
量分析システム １式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和２年３月31日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 契約事務実施規則（以下「実施規則」とい
う。）第８条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の事由がある場合
に該当する。
 実施規則第９条の規定に該当しない者であ
ること。
 平成31・32・33年度（令和元年・２・３年
度）の国立研究開発法人農業・食品産業技術
総合研究機構（以下「農研機構」という。）の
競争参加資格における資格の種類「物品の販
売」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の
等級に格付けされている者であること（会社
更生法(平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがされている者及び民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがされている者について
は、手続開始の決定後、別に定める手続きに
基づく競争参加資格の再申請を行うこと。）。
なお、全省庁統一資格において、当該資格を
有する者は、同資格を有する者とみなす。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
をされている者及び民事再生法に基づき再生
手続開始の申立てをされている者（上記２
の再審査を受けた者を除く。）でないこと。
 農研機構における物品の製造・販売及び役
務等契約に係る指名停止等に関する措置細則
又は農林水産本省物品の製造契約、物品の購
入契約及び役務等契約指名停止等措置要領に
基づく指名停止を受けている期間中でないこ
と。
 農研機構が提示する仕様等の情報提供依頼
に対して、必要な内容を書面により回答する
ことが出来る者であること。

３ 入札手続等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
〒3058642 茨城県つくば市観音台２

１12（機構共用棟）農研機構総務部つくば
管理センター調達チーム 工藤 電話029
8386345 ファクシミリ0298386374
メールアドレスkeiyaku@naro.affrc.go.jp
 入札説明書の交付期間、場所及び方法 本
公告の日から令和元年11月14日（木）まで上
記３の場所にて交付又は電子メールによる
送付を行う。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び応札仕様書等（以下「資料」と
いう。）の提出期限、場所及び方法 令和元年
11月18日（月）午後４時00分 上記３に持
参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）する
こと。
 入札説明会の日時及び場所 本件について
の入札説明会は開催しないが、入札説明書の
交付時に必要に応じ説明を行う。
 郵送による場合の入札書の受領期限、提出
場所及び方法 令和元年11月28日（木）午後
４時00分必着 上記３に郵送（書留又は簡
易書留）で提出すること。ただし、１回目の
入札が不落となった場合は２回目以降の入札
には参加できないものとする。
 入札（開札）の日時及び場所 令和元年11
月29日（金）午後２時00分 農研機構機構共
用棟（２階）入札室兼講義室（茨城県つくば
市観音台２１12）

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、上記３に示す提出期
限までに申請書及び資料を提出し、経理責任
者から競争参加資格の確認を受けなければな
らない。また、郵送による入札にあたっては、
封印した入札書を入札書の受領期限までに提
出しなければならない。なお、入札者は、開
札日の前日までの間において、経理責任者か
ら申請書等及び入札書に関し説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。
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